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○EDINETタクソノミの概要説明 新旧対照表 
 

新 旧 
 

2-5-2 開示府令 

（略） 

  主要な経営指標等の推移 

指標として表に記載される金額及び数値を個々に詳細タグ付けします。ただし、最

高・最低株価は、詳細タグ付け対象外とします。 
詳細タグ付け対象の金額又は数値のうち、EDINET タクソノミで要素が不足するも

のは、開示書類等提出者が要素を追加する必要があります（種類株式の発行済株式総

数については、「図表 2-5-3 株式種類への対応方法」を参照してください。）。 
（略） 

 

（削除） 

 

 

 

  事業等のリスク 

「重要事象等の内容、分析及び対応策」の記載がある場合は、その記載を様式ツ

リー中のテキストブロックでタグ付けします。 
 

  経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析（※） 

（削除） 

 
四半期報告書において「会社の支配に関する基本方針」の記載がある場合、その記

載を様式ツリー中のテキストブロックでタグ付けします（会社法施行規則第 118 条第

3 号の「基本方針」の記載がある場合、具体的な買収防衛策の有無にかかわらずタグ

付け対象です。）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-5-2 開示府令 

（略） 

  主要な経営指標等の推移 

指標として記載される金額及び数値を個々に詳細タグ付けします。また、それらの

金額又は数値のうち、EDINET タクソノミで要素が不足するものは、開示書類等提出

者が要素を追加する必要があります（種類株式の発行済株式総数については、「図表 

2-5-3 株式種類への対応方法」を参照してください。）。 
 
（略） 

 

  経営方針、経営環境及び対処すべき課題等 

「会社の支配に関する基本方針」の記載がある場合は、その記載を再度テキストブ

ロックでタグ付けします。 
 

  事業等のリスク 

「重要事象等」の記載がある場合は、その記載を再度テキストブロックでタグ付け

します。 
 

  経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 

「重要事象等の分析及び対応」の記載がある場合、その記載を再度テキストブロッ

クでタグ付けします。 
四半期報告書において「会社の支配に関する基本方針」の記載がある場合、その記

載を再度テキストブロックでタグ付けします。 
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新 旧 
 

  コーポレート・ガバナンスの概要（※） 

次の三つの事項について様式ツリーのテキストブロックでタグ付けします。 
① 企業統治の組織形態（３分類）の変更 

当期の定時株主総会において企業統治の組織形態（監査役設置会社、監査等委

員会設置会社又は指名委員会等設置会社のいずれであるか）が変更された場合

又は変更が予定される場合は、その旨の記載をタグ付けする。 
② 企業統治の体制の概要 

提出日において監査役設置会社である場合、その旨の記載を含む部分を「企業

統治の体制の概要（監査役設置会社） [テキストブロック]」要素でタグ付けします

（提出日後に企業統治の体制の変更が予定される場合も提出日の状況に基づ

いてください。項番を振った記載の場合は、項番単位でタグ付けしてくださ

い。）。監査等委員会設置会社又は指名委員会等設置会社についても同様です。 

③ 会社の支配に関する基本方針 

「会社の支配に関する基本方針」の記載がある場合、その記載をタグ付けしま

す（会社法施行規則第 118 条第 3 号の「基本方針」の記載がある場合、具体的

な買収防衛策の有無にかかわらずタグ付け対象です。）。 
 

  役員の状況（※） 

役員の男女別の人数及び女性の比率並びに役員ごとの役職名、氏名、生年月日、略

歴、任期及び所有株式数が詳細タグ付け対象です。役員ごとの役職名、氏名、略歴及

び任期については、表のセル中の記載内容をタグ付けしてください。付記事項がある

場合は、タグ付け範囲に含めてください。表のセル中の記載内容が参照情報のみ（例

えば、任期欄の「（注）１」、略歴欄の「（１）取締役の状況参照」）である場合も、表の

セル中の記載内容をタグ付けしてください（参照先が脚注の場合は、別途脚注として

タグ付けします。）。 
役員表の脚注は、注記項番ごとに、注記番号を連番軸メンバーとするコンテキスト

ID でタグ付けしてください。 
社外役員に係る記載は、様式ツリー中のテキストブロックでタグ付けしてくださ

い。 
株主総会議案に基づく情報を追加で記載している場合は、当該情報も詳細タグ付け

対象です。「230000f 役員の状況（議案）」～「230000j 役員の状況（議案）」の拡張リ

ンクロール中の要素を用いてください。 
執行役員に係る記載は、詳細タグ付けの対象外です。 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（「配当政策」の次に追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  役員の状況（※） 

役員の男女別の人数及び女性の比率並びに役員ごとの役名、役職、氏名、生年月日、

略歴、任期及び所有株式数が詳細タグ付け対象です。役員ごとの役名、役職、氏名、

略歴及び任期については、表のセル中の記載内容をタグ付けしてください。付記事項

がある場合は、タグ付け範囲に含めてください。表のセル中の記載内容が参照情報の

み（例えば、任期欄の「（注）１」、略歴欄の「（１）取締役の状況参照」）である場合も、

表のセル中の記載内容をタグ付けし、参照先のタグ付けはしません。 
役員表の脚注は、注記項番ごとに、注記番号を連番軸メンバーとするコンテキスト

ID でタグ付けしてください。 
 

（追加） 

 
株主総会議案に基づく情報を追加で記載している場合は、当該情報も詳細タグ付け

対象です。「230000f 役員の状況（議案）」～「230000j 役員の状況（議案）」の拡張リ

ンクロール中の要素を用いてください。 
執行役員に係る記載は、詳細タグ付けの対象外です。 

（略） 
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新 旧 
 

（削除） 

 

 

 

 

 

（「役員の報酬等」の配下に移動） 

 

 

 

 

 

 

 

  監査の状況（※） 

監査公認会計士等に対する報酬金額及びネットワークファームに対する報酬金額

（前期及び当期について提出会社と連結子会社を区分、監査報酬と非監査報酬を区

分）が詳細タグ付け対象です。 
非連結の会社が、提出会社に係る情報を 1 行で開示する場合は、「監査証明業務に

基づく報酬－提出会社」及び「非監査業務に基づく報酬－提出会社」の要素を用いて

ください。 
 

  役員の報酬等（※） 

役員区分ごとの報酬等については、役員区分ごとの報酬等の総額、種類別総額及び

員数が詳細タグ付け対象です。 
役員ごとの連結報酬等については、表、注記等を含む記載内容全体をテキストブ

ロックでタグ付けし、役員ごとの報酬等の総額を詳細タグ付けします。内訳金額は、

詳細タグ付けの対象外とします。 
 

  株式の保有状況（※） 

詳細タグ付けの具体的な対象項目については、EDINET タクソノミを参照してくだ

さい。 
表のセル中の記載内容がタグ付け対象の場合、当該記載内容が参照情報のみ（例え

ば、「①」、「（注）１」等）であっても、当該記載内容をタグ付けしてください（ただ

し、数値項目の記載が省略されている場合を除く。）。 
保有目的が純投資目的以外の目的である特定投資株式の明細及び保有目的が純投

資目的以外の目的であるみなし保有株式の明細について、前期及び当期を一表で記載

する場合、前期、当期合わせて一つのみ記載される事項（銘柄等）をタグ付けする際

は、一律当期末コンテキストを使用してください。 
 

 

 

  コーポレート・ガバナンスの状況（※） 

企業統治の体制、内部監査及び監査役並びに社外役員に係る記載をテキストブロッ

ク要素でタグ付けします。企業統治の組織形態（監査役設置会社、監査等委員会設置

会社又は指名委員会等設置会社のいずれであるか）に変更があった場合は、その旨の

記載を「企業統治の組織形態（３分類）を変更した旨 [テキストブロック]」要素でタグ付

けします。その他の定性的情報については、詳細タグ付け対象外とします。 

役員区分ごとの報酬等については、役員区分ごとの報酬等の総額、種類別総額及び

員数が詳細タグ付け対象です。 

役員ごとの連結報酬等については、表、注記等を含む記載内容全体をテキストブ

ロック要素でタグ付けし、役員ごとの報酬等の総額を詳細タグ付けします。内訳金額

は、詳細タグ付けの対象外とします。 

株式の保有状況に係る開示は、詳細タグ付け対象です。具体的な項目については、

EDINET タクソノミを参照してください。 

 

  監査公認会計士等に対する報酬の内容（※） 

表中の各記載項目が詳細タグ付け対象です。 
非連結の会社が、提出会社に係る情報を 1 行で開示する場合は、「監査証明業務に

基づく報酬－提出会社」及び「非監査業務に基づく報酬－提出会社」の要素を用いて

ください。 
 

 

（追加） 

（「コーポレート・ガバナンスの状況」の配下から移動） 

 

 

 

 

 

（追加） 
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新 旧 
 

2-5-4 IFRS財務諸表 

有価証券報告書の【経理の状況】に記載する国際会計基準による連結財務諸表又

は財務諸表については、財務諸表本表及び本章に記載する注記事項（類似の表現で記

載する場合を含む。）が詳細タグ付けの対象です。四半期報告書又は半期報告書の【経

理の状況】に記載する国際会計基準による要約四半期連結財務諸表、要約中間連結

財務諸表、要約四半期財務諸表又は要約中間財務諸表については、財務諸表本表及び

セグメント情報（類似の表現で記載する場合を含む。）が詳細タグ付けの対象です。 
ただし、該当がない、重要性がない等の理由で本章に記載する注記事項の記載がな

い場合は、詳細タグ付けの対象になりません。本章において詳細タグ付け対象として

記載されているということが、それらの注記事項の開示を要求又は推奨するというこ

とを意味しません。 
 

（略） 

 

 

  棚卸資産 

前期及び当期の期末残高（資産の内訳及び合計）が詳細タグ付け対象です。また、

該当ある場合、移行日残高も詳細タグ付け対象です。 
 

  有形固定資産 

前期及び当期の期末残高（取得原価、減価償却累計額及び減損損失累計額並びに帳

簿価額）（資産の内訳及び合計）が詳細タグ付け対象です。また、該当ある場合、移

行日残高も詳細タグ付け対象です。期中の増減内容については、詳細タグ付けしませ

ん。 
減価償却累計額及び減損損失累計額は、記載上の正負にかかわらず、負値でタグ付

けしてください（タクソノミ要素の balance 属性は debit に設定されています。）。 
 

  のれん及び無形資産 

前期及び当期の期末残高（取得原価、償却累計額及び減損損失累計額並びに帳簿価

額）（資産の内訳及び合計）が詳細タグ付け対象です。また、該当ある場合、移行日

残高も詳細タグ付け対象です。期中の増減内容については、詳細タグ付けしません。 
（略） 

 

 

2-5-4 IFRS財務諸表 

IFRS 財務諸表（国際会計基準による財務諸表、要約中間財務諸表及び要約四半期

財務諸表を含む。）については、財務諸表本表及び本章に記載する注記事項（類似の

表現で記載する場合を含む。）が詳細タグ付けの対象です。ただし、該当がない、重

要性がない等の理由で本章に記載する注記事項の記載がない場合は、詳細タグ付けの

対象になりません。また、本章において詳細タグ付け対象として記載されているとい

うことが、それらの注記事項の開示を要求又は推奨するということを意味しません。 
 

 

 

 

 

（略） 

 

 

  棚卸資産 

前期及び当期の期末残高が詳細タグ付け対象です。また、該当ある場合、移行日残

高も詳細タグ付け対象です。 
 

  有形固定資産 

前期及び当期の期末残高（取得原価、減価償却累計額及び減損損失累計額並びに帳

簿価額）が詳細タグ付け対象です。また、該当ある場合、移行日残高も詳細タグ付け

対象です。期中の増減内容については、詳細タグ付けしません。 
減価償却累計額及び減損損失累計額は、記載上の正負にかかわらず、負値でタグ付

けしてください（タクソノミ要素の balance 属性は debit に設定されています。）。 
 

 

  のれん及び無形資産 

前期及び当期の期末残高（取得原価、償却累計額及び減損損失累計額並びに帳簿価

額）が詳細タグ付け対象です。また、該当ある場合、移行日残高も詳細タグ付け対象

です。期中の増減内容については、詳細タグ付けしません。 
（略） 

 

 


